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〔
条

約
〕

〇
社
会
保
障
に
関
す
る
日
本
国
と
チ
ェ
コ
共

和
国
と
の
間
の
協
定
を
改
正
す
る
議
定
書

（
一
）〔

省

令
〕

〇
割
賦
販
売
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附

則
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
営
業
保

証
金
の
取
戻
し
等
に
関
す
る
省
令

（
法
務
・
経
済
産
業
一
）

〇
許
可
割
賦
販
売
業
者
等
の
営
業
保
証
金
等

に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
同
二
）

〇
外
国
為
替
に
関
す
る
省
令
及
び
外
国
為
替

の
取
引
等
の
報
告
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
（
財
務
四
〇
）

〔
告

示
〕

〇
食
酢
の
表
示
に
関
す
る
公
正
競
争
規
約
の

一
部
変
更
を
認
定
し
た
件

（
公
正
取
引
委
・
消
費
者
庁
五
）

〇
社
会
保
障
に
関
す
る
日
本
国
と
チ
ェ
コ
共

和
国
と
の
間
の
協
定
を
改
正
す
る
議
定
書

の
効
力
発
生
に
関
す
る
件（
外
務
一
八
四
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁割

賦
販
売
法
に
基
づ
く
同
法
第
三
十
五
条

の
三
の
六
十
一
の
許
可
を
受
け
た
者
の
営

業
廃
止
、
割
賦
販
売
法
及
び
割
賦
販
売
法

施
行
令
に
基
づ
く
債
権
の
申
出
、
公
示
送

達
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

税
理
士
登
録
者
関
係

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
、
公
示
送
達
、
高
圧
ガ
ス
保

安
法
に
基
づ
く
指
定
保
安
検
査
機
関
の
指

定
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

◇
社
会
保
障
に
関
す
る
日
本
国
と
チ
ェ
コ
共
和
国
と
の
間
の
協
定
を
改
正
す
る
議
定
書
（
条
約
第
一
号
）（
外
務
省
）

こ
の
議
定
書
は
、
平
成
二
一
年
六
月
に
効
力
を
生
じ
た
社
会
保
障
に
関
す
る
日
本
国
と
チ
ェ
コ
共
和
国
と
の
間
の
協

定
に
つ
き
、
一
方
の
締
約
国
か
ら
他
方
の
締
約
国
に
一
時
的
に
派
遣
さ
れ
る
被
用
者
の
保
険
料
の
二
重
負
担
の
解
消
を

強
化
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
当
該
被
用
者
に
対
し
当
該
一
方
の
締
約
国
の
法
令
の
み
を
適
用
す
る
場
合
を
明
確
化

す
る
こ
と
に
つ
い
て
定
め
、
ま
た
、
そ
の
際
に
併
せ
て
被
用
者
年
金
一
元
化
等
の
社
会
保
障
制
度
改
革
関
連
法
の
施
行

を
踏
ま
え
、協
定
が
適
用
さ
れ
る
我
が
国
の
年
金
制
度
を
国
民
年
金
及
び
厚
生
年
金
保
険
の
み
に
改
め
る
も
の
で
あ
り
、

そ
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

１

協
定
が
適
用
さ
れ
る
日
本
国
の
年
金
制
度
の
う
ち
か
ら
国
家
公
務
員
共
済
年
金
等
の
各
種
共
済
年
金
を
削
る
。（
第

一
条
関
係
）

２

一
方
の
締
約
国
か
ら
他
方
の
締
約
国
に
就
労
の
た
め
五
年
を
超
え
な
い
見
込
み
で
派
遣
さ
れ
る
被
用
者
に
対
し
、

当
該
他
方
の
締
約
国
で
雇
用
契
約
を
締
結
し
て
い
な
い
場
合
又
は
当
該
他
方
の
締
約
国
に
事
業
所
を
有
す
る
雇
用
者

と
雇
用
契
約
を
締
結
し
て
い
る
が
当
該
一
方
の
締
約
国
に
事
業
所
を
有
す
る
雇
用
者
の
指
揮
の
下
に
あ
る
場
合
に
お

い
て
、
当
該
一
方
の
締
約
国
の
法
令
の
み
を
適
用
す
る
旨
定
め
る
。（
第
二
条
関
係
）
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